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本稿は， "RoyalCommission on the Distribution of the Industrial Population 
Report, 1940(通称BarlowReport)一 HerMajesty's Stationary office, Cmd. 6153." 
の「第2部社会的，経済的およぴ戦略的不利益」"Part]lSocial, Economic and Strategi-
cal Disadvantages"を若干のコメントを加えて訳出したものである。すでに中島茂氏が
「"BarlowReport"にみる1930年代イギリスの産業人口の分布とその要因について(1)」（関
西大学『経済論集』第32巻第5,6号）において紹介しているように， 1934年の「特定地
域（開発および改善）法」 SpecialAreas (Development and Improvement) Act, 1934. 
によって任命された特定地域コミッショナーの勧告（第三報告書）に従い，政府が任命し
た MontagueBarlowを委員長とする13名の専門委員から成る「産業人口の分布に関す
る王立委員会」の報告書である。同報告書は，第1部諸原因，第2部社会的，・経済的およ
び戦略的不利益，第3部一般的調査課題，第4部救済策の4部で構成されている。したが
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って，本稿は「第1部諸原因」（前出）の続編をなすものである.o
イギリスは世界で最初に産業革命を経験し，いち早く産業資本主義を確立した。繊維産
業とくに綿工業において始まった機械の発明とその生産・交通部門への応用は，単に繊維
工業のみならず金属・機械工業を含む各種工業生産の飛躍的発展を促し，イギリスは海外
市場に工業製品の販路を求めて，ヨーロッパ列強との間で植民地争奪戦を展開している。
19世紀中葉にいたるまで軽工業の比重が高かった産業構成は，ヴィクトリア期の独占資本
主義段階に入ると重化学工業の比重を著しく高め，大多数の工業部門において世界を制覇
する，いわゆる「世界の工場」としての地位を， イギリス資本主義は築き上げたのであ
る。またイギリスの首都ロンドンとくにシティーが世界の金融市場の中心を確立したこと
も多くの説明を要しないであろう。
いっぽう，技術革命に端を発した近代工業の発展とその空間への投影は，社会革命の進
展とそれまでの地城構造の再編成を意味するものであった。 19世紀末期まで，工業の多く
は動力源として水車水力を利用していたため；河川に緊縛されしかも広く分散して立地し
ていたが，機械とりわけ動力機（蒸気機関）が生産工程へ導入されて以来，機械制工場は
燃料（石炭）の供給地である炭田地域を指向して立地した。その結果，炭田地域なかんず
く内陸の主要産炭地域には工業と工業人口が集積し，工業地域あるいは工業都市が形成さ
れ，•一躍時代の脚光をあびることになった。ちなみに， 18i!!:紀中葉には人口稀薄な寒村で
あった炭田地域における都市形成過程の一端を示すと第1表のごとくである。さらにこれ
らの工業都市は，イギリス資本主義が「世界の工場」を築き上げる過程で大工業都市へ飛
躍的に膨張し，両大戦間の時期までには，第3次産業の発展およびその大都市集中と相侯
って，第2表で示したような大都市圏 conurbationを形成するにいたった。
産業と産業人口の集積による大都市形成は産業公害をはじめとするさまざまな過密都市
の弊害を露呈した。 BarlowReport では，こうした過密の弊害を産業人口の大都市•特
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第1表
1801年 1841年
マンチェスター 35,000人 353,000人
リ ズ 53,000 152,000 
バーミンガム 23,000 181,000 
シェフィールド 46,000 111,000 
アーサー・コーン著，星野芳久訳『都市形成の歴史』
（鹿島出版会） pp, 167-8. 
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第2表
1961年現在面積 人 ロ (1,000人）
（平方マイル） 1921年 1931年
グレーター・ロンドン 721. 7 7,488 8,216 
サウス・イースト・ランカシャー 379.6 2,361 2,427 
マンチェスター 42.6 730 766 
ウェスト・ミッドランズ 268.8 1,773 1,933 
バーミンガム 79.9 . 919 1,003 
セントラル・クライドサイド 324.4 1,638 1,690 
グラスゴー 60.4 1,034 1,088 
ウェスト・ヨークシャー 484.5 1,614 1,655・ 
リーズ 63.5 458 483 
マーシーサイド 150.0 1,263 1,347 
リバプール 43.5 803 856 
Central office of Information, Britain, An oficial血ndbook,i965, p. 20. 
定地域への集積に伴う不利益として把握し，さらにこの不利益を社会的，経済的および戦略
的不利益に分類して考察し，救済策を検討している。イギリスの過密・過大都市の弊害に
ついては，すでに FriedrichEngels1lをはじめ CharlesBooth2lやHubert・Llewellyn
Smith3lなど多くの論者が詳細な調査と研究を行ない，弊害の実態を深刻な社会問題とし
て指摘するほか，資本主義に内在する害悪として厳しく糾弾している。しかし，政府の地
域政策全般と直接連動して実施された体系的な調査報告は BarlowReportが最初ではな
いだろうか。• もっとも個別問題に関しては地城政策と連動する調査研究がなかったわけで
はない。両大戦間に局地的失業を救済するため採られた産業立地政策に係わる事前調査4)
1)フリードリッヒ・エンゲルス『イギリスにおける労働者階級の状態』 (1844)。
2) charles Booth, "Life and Labour in London," revised edition, 1902. 
3)・Hu best Llewellyn Smith, "The New Survey of London Life and Labour, 
1930~33. 
4) a) Ministry of Labour, "Reports of Inv蕊tigationsinto the Industrial 
Condition in Certain Depressed Areas of (i)•··West Cumberland and 
Haltwhistle; (i) ., Durham and Tyneside; (ii) . , South Wales and 
Morunouthshire; (iv) . Scotland," Cmd, 4728, 1934. 
b) Board of Trade, "Industrial Survey of the Lancashire Area (excluding 
Merseyside); of the North East Coast Area; of South Wales; of the 
South West of Scotland," 1932. 
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はその一例といえよう。だが少くとも第2次大戦後の地域政策は，都市政策だけでなく産
業立地政策も含めて，本報告書が出発点になっていることだけは確かなようである。
それはともかく，本号では社会的不利益のうち都市住民の健康に関する問題を取り上げ
て訳出する。報告書は，産業と産業人口の大都市•特定地域への集積が市民の健康に与え
・る不利益を，死亡率（標準死亡率や幼児死亡率等）を指標にして，過去，現在，将来にわ
たって検討し展望している。過去の健康問題については， 19世紀中葉以降の約100年間を
対象に，ロンドン， リバフ゜ール，グラスゴー，ダンディー等の主要都市と農村地域を比較
し，イギリス保健省，スコットランド保健局，諸大学医科系カレッジの専門家の証言を引
用しながら，都市住民の不健康の実態を明らかにしている。
現在の健康状態については，イギリスにおける死亡率を都市規模別に比較考量し，医学
の進歩や衛生サービスの向上が都市の死亡率を引き下げていること，また高い死亡率の要
因が住宅事情，計画の欠如，煤煙による大気汚染，家庭の経済状態にあることを指摘して
いる。そして健康の将来展望については，高い死亡率の要因である混雑は「決して都市化
にとって避け得ない特徴ではない」こと，また大気汚染および住宅の密集が重工業の集積
と都市の無計画な発展に起因しており，これら二つの要因は「新規工場の立地や都市計画
において人々の将来の健康に最大の配慮が払ゎれるならば，必ずし•も都市生活の付随物と
はならない」ことを指摘するとともに，早晩イギリスが同国より死亡率の低い才ランダの
水準に到達することを示唆している。そして両者の利益になる都市と農村のあいだのアメ
ニテイー交換を提唱するのである。
以下拙ない翻訳ではあるが，原文に沿って報告書の内容を紹介しよう。
第2部社会的，経済的および戦略的不利益......... 
諮問事項の第2部門ー一
「産業あるいは産業人口が国内の大都市もしくは特定地域へ集積することから，いかな
る社会的．経済的あるいは戦略的不利益が生ずるかを考察すること」
第5章社会的不利益
健康
〔106〕 大都市もしくは特定地域における産業あるいは産業人口の集積から生ずる社会的
不利益を考察するにあたって何よりも重要な問題は，そうした集積が地城衛生に及ぼす影
響である。この課題に関する委員会には専門家による多数の証拠が提示された。イングラ
ンド・ウェールズ戸籍本署長官 Registrars-Generalfor England and Walesおよび
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スコットランド戸籍本署長官は，過去60年から70年にわたる死亡率統計に照して，その問
題を論評し分析した包括的な覚書を提供している。ここではもっぱら，死亡率に関する公
式統計が国民の健康の指標として長期間にわたって利用できる唯一の包括的資料であるこ
と，を指摘するにとどめておこう。それらの資料が最も広い意味で包括的であるというの
は，それらが死亡に反映された健康の経過healthexperienceのすべてを含んでいるから
であり，また統一的な基準で国のあらゆる地区に対して利用できるからである49)。それら
は，公衆衛生 publichealthの状態に関するどんな詳しい非統計的評価とも切り離せな
い個人的要素の影響を受けていないし，またそれらは一定期間にわたる進歩を評価するに
あたって一つの健全な基準をあたえている50)。しかしながら，それらは実際に限界をもっ
ていることを認識することが重要である。イングランド・ウェールズ戸籍本署長官が指摘
したように，死亡率に関する社会統計は解釈を変更することが可能であり 51), したがって
それらを，大都市における健康の現状に結論を下す唯一の基準として用いることは賢明で
はないであろう。それらがスラム撤去や過密排除のような公衆衛生対策の効果を反映する
までには，何年かの歳月が経過するであろう 52)。そのうえ，農村から都市への移動が，ぁ
るいは都市から都市への移動でさえもが，それによって，移民が移動先の環境よりも多少
とも健康的な元の環境の痕跡を伴うことによって都市の死亡統計に影響をあたえる一つの
要因になることは明らかである。同様の関係で，貧しい人々が都市へ引き寄せられる傾向
にあるという証拠が委員会へ提示されたことに注目することは適当である53)。このような
考察からして，死亡率が必ずしも当該地域社会の現在の健康をはかる正確な尺度でないこ
とは明らかである54)。
〔107〕死亡率統計が現在の健康水準の指標として利用される場合にもつ限界を考慮し
て，委員会は，同委員会が情報の入手を特に希望している四つの点を加えて検討するよ
ぅ，ロンドンとエディンバラの両王立内科カレッジ RoyalCollege of physiciansに援
49)戸籍本署長官（イングランドおよびウェールズ） p. 928, Q~7922-4. 
50)合同医療委員会 JointMedical Committee.* 
51)戸籍本署長官（イングランドおよびウェールズ） p. 928, par. 5. 
52)スコットランド保健局， p.24, Q. 241-7. 
53) Scottish Cities, p. 221, Q. 2344. および LondonCounty Council, p. 391. 
54)合同医療委員会および王立エディンバラ内科カレッジ*Joint Medical Committee 
and Royal College of Physicians, Edinburgh. 
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助を求めた。これらの四点とは次のとおりであった。
a)健康上の観点からみて，過去の大工業都市における生活の不利益
b)過去半世紀ないし4分の3世紀にわたる，これらの諸都市における健康状態の改善
c)田園地域の状態と比較してそれのらの都市における健康状態。つまり利益の均衡
balance of advantageがなおまだ農村にとって有利に展開しているのか，いないのか。
もし有利に展開しているならばどの程度であるのか。
d)将来における発展の可能性
両カレッジはこれらの点について援助をあたえることに快く同意した。王立ロンドン内
科カレッジの発起によって，王立内科カレッジ．王立外科カレッジ RoyalCollege of 
Surgeons, およびイギリス産婦人科カレッジ BritishCollege of Obstetricians and 
Gynaecologistsの代表からなる合同委員会55)が，その問題を処理するために結成され，
そしてその作業過程で，この委員会は，臨海遊楽地や田園都市はもちろんのこと，バーミ
ンガム， リバプール，シェフィールド，ストーク・オン・トレントおよびカーディフを含
む2緒市の保健医務官 MedicalOfficers of Healthから， また1州の保健医務官から
も，関連事項についての情報を得た。
王立エディンバラ内科カレッジもまた，学長および1名のフェロー，王立グラスゴー内
科・外科学部 RoyalFaculty of physician and Surgeons of Glasgowの被推薦脊
およびスコットランド保健局 Departmentof Health for Scotlandの医務官1名で構
成される特定委員会Committeeを創設した。両特定委員会は作業の完成にあたって委員
会に報告書を提出した。保健省 ministryof Healthとスコットランド保健局 Depart-
ment of Health for Scotlandもまた，健康問題に関する特別な証拠を提示することに
よって，彼等が委員会にすでに提出していた一般的証拠を補完した。
過去の状態
(108〕 約100年ほど前に，大都市および人口調密地区の状態について王立委員会へ報告'
していた医療調査官 medicalinvestigatorは次のように書いている。「多数の人々が都
市におけるような狭小な地区に密集しているところでは，彼等のあいだでの死亡率は，農
村地区におけるような広々とした地表全体に分散された同数の人口のあいだで起っている
死亡率を相当上回っているということが，長期間にわたって知られてきた」と。それはエ
55)以後は合同医療委員会として言及される。
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業都市の衛生や健康が悪名高いほど悪いときのことであった。王立委員会は1844年に次の
ように報告している。すなわち調査報告書が明らかにしたところによれば，その状態が検
討された50都市（最大規模の工業都市とロンドンに次ぐ主要港湾都市）のうち，ほんの一
か所において排水設備ないし下水処理施設が完全かつ良好であると断言でき， 7都市にお
いては可もなく不可もない状態であり， 4瀦問訳？はより貧困な階層の人々が居住する地区
に関していえば決定的に劣悪であった。都市の•もっとも混雑した部分，つまりより貧困な
階層の人々が非常に密集して居住するそれらの地域は完全に無視され，排水設備のごとき
ものは何一つ有していなかった。したがって廃棄物は蓋のない水路や水たまりに堆積して
腐敗するか，あるいは住宅のすぐ近くにある蓋のないよどんだ溝に流れ込むままに放置さ
れてきたことがしばしば知られていた。給水状態の良くないこともわかっていた。すなわ
ち多くの場合，貧しい人々は自分たちが利用できる水の適正な供給を少しも受けておら
ず，彼等が必要とする水は恵んでもらうか盗むのが通例であった，と報告されている56)。
1844年の同報告書に次のような表がみられるが57), それはイングランドの主要都市中5都
市における一年間の死亡の平均年齢を示している一o
第3表
イングランドの主要都市
首都，すなわちケンジントン，ストランド，ホワイトチャペル
およびペスナル・グリーン・ユニオンズ … 
リ ー ズ・・・
マンチェスター
ボルトン
リバプール…
死亡平均年齢
261/2 
21 
20 
19 
17 
〔109〕 ほぼ同じ頃，グラスゴーのロバート・コーワン教授RobertCowanはグラスゴ
ーの状態について次のような言葉で述べている。
「伝染病の漫延の次の原因（貧困につぐ）は貧しい人々が居住する地区の状態である。
•••…自治都市 burgh のすべての地区において，また郊外においても下水処理施設と排水
設備を欠いていることである。……貧しい人々が居住する大通り，あるいはむしろ小路や
56)大都市および人口祠密地区の状態に関する王立委員会第1次報告書・ (1844)pp. x-
xi, および付録， pp.6-12. また第2次報告書 p.1. 
57)同上書付録 p.14. これらの敷値は幼児死亡率を含むものと認められる。
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路地は測り知れないほど不潔である。……病気多発地域の住宅は，荒廃した不良建築で，
信じられないほど家具が少ない。多くの住宅では一片の寝具もないし，同居人の衣服は不
快このうえない類のものであった。実際グラスゴーにおいては，もっとも貧弱な寝台を使
用する贅沢さえ楽しめないような，そしてもし彼等が自分の衣服を脱ごうとしようものな
ら，再び着用することが困難であることに気付くような多数の人たちがいたのである」58)。
〔110〕 リバプール市の保健医務官であるフレイザー教授 W.M. Frazerは，本諮問と
の関係で， 19世紀半ばの同市で一般的にみられる状態を次のように述べている。
「その当時伝染病院は一つもなく，都市のスラム地域においては下水処理施設が全く存
在しなかった。水道管による給水は一般に利用されておらず，道路や通路を清掃したり舗
装する規則は何もなかった。そして酒浸りになって堕落した感しい数の人々が埠頭近くの
スラム地域においてきわめて悲惨な状況の下で生活していた。およそ考えられるあらゆる
情況の組合せが存在し伝染病の爆発的な発生の原因になっていた。そしてアイルランド馬
鈴薯飢饉の最中の1847年には， 30万人の移民が年間を通じてリバプール港に上陸した。こ
れらのうち約8万人がリバプールに滞留したといわれている。これらの移民は，末検査で
しかも取締りも受けず，都市のより貧困な地域の地下室に密集し，チフスその他の伝染病
を持ち込むとともに，なお一層燃え易い材料を供給して，すでに十分漫延している伝染病
の火に油をそそいだ。••…•それは， 19世紀を通じてこの国のどんな都市で発生した伝染病
のなかでも恐らく最悪のものであった。保健医務官の報告書によれば， 1847年中のあらゆ
る原因によって生じた死亡率は，密集したボグゾール地区における 7人に1人から，ロド
ニーとアーバクロムビーのその当時の外縁地城における28人に 1人にまでわたっている。
ある街区一ーレース街-ーでは一般人口の3分の1以上がその年のうちに死亡した」59)。
〔111〕 フレイザー教授の生々しい叙述は，特殊でかつ困難な情況が漫延し，したがって
一般に問題となっているその当時の大工業都市の状態の代表例—実際にそれは代表例で
あることを意味するものではないが―としては必ずしも取り上げられるべきではないあ
る種の都市に関するものであるが，それはこの国の大工業中心地の少くとも一つにおいて
一世紀近く前にみられた情況を強烈に思い起させるものとして役立っているC
58)スコットランド保健局 Departmentof Health, Scotland, p. 1003, par. 5. 
59)合同医療委員会，付録A*。
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〔11幻 20年以上も後になってさえ，嘆かわしい状態がいくつかの相当大規模な都市にお
いて依然として存在していた。 1867年の公衆衛生（スコットランド）法 publicHealth 
(Scotland) Actが実施された当時，ダンディー Dundeeの衛生検査官 SanitaryInspe0 
ctorは当時その都市でみられた情況を次のごとく記述している一
「この当時すなわち1867年頃，ダンディーは全く衛生設備を欠いていた。まさにもっと
も不十分な表現での排水路がかろうじて実証できたが，そこにあったものは石で築かれた
割ぐりでできており，液体がにじみ出し地面に染み込むままに放置され，こうして土地を
汚染していた。いくつかの公共下水道が敷設されたが， これらは大通りに限定されてい
た。家事，料理あるいは洗濯の目的にとって適当な水の供給は存在しなかった。そこにあ
る全ての水は主に自治都市 Burghのいろんなところにみられた井戸wellから取得され
た。したがってその供給は制約されもっぱら泉 springから採取された。多くの人々は，
供給された水を手桶に入れて自分の家に少くとも半マイルも運ばなければならなかった。
乾期には，水は境界の外から自治都市内部へ樽詰めにして荷馬車で運ばれ，往来で販売さ
れた。モニキー沼 monikieは唯一の永続的な供給を行っていた。しかしそれは極めて乏
しくかつ全く不充分であった。そのような情況下では水洗便所は不可能なことであった。
混雑は激しく，それに対して勢力的に取組むには職員はあまりにも弱体であった。そし
て検査は真夜中と午前4時の間においてのみ行われた。都市のより人口稿密な地区にある
建物の多くは完全に老朽化しており，いっぼう200~300の地下の穴蔵が住宅として利用さ
れていた。
工場の煙突から大量に排出され，そして煤の充満した煙による大気の汚染を軽減するた
めに煤煙防止法SmokeAbatement. Actを強化する試みは何一つなされなかった。搾乳
場はもっとも不潔な類のもので，排水路，舗装，照明，換気あるいは糞尿置場もなく，ぃ
っぼう牛乳はもっとも望ましくない環境のもとで乳牛から搾られていた。豚小屋は感しい
数にのぼり，都市全体にわたって好ましくない場所に分散していtこ。そして寝室，地下室お
よび屋根裏でさえも豚小屋として利用され，豚は何のこだわりもなく家族と同居していた。
1860年以降は天然痘，・チフス，および腸チフスあるいは胃性熱 gastricfeversが地域
社会の健康にとって深刻な脅威であった。 1865年には 1,000件以上のチフスが発生した。
このあと長年にわたって毎年300件から500件以上の発生がみられたが，常に満室状態にあ
った王立診療所 RoyalInfirmary以外に適当な病院施設をもたずにこれらを処置するこ
とは，地方当局が取扱うことを長いあいだ躊躇してきた問題であった。コレラの突発事件
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が1860年から1867年にかけての暖い季節に突然発生したが，その時以来この種の事件は再
発しなかった」60)。
〔113) 今日の水準で判断すれば，その当時の高い死亡率はこの国の大都市や他地域にも
共通しており， 1871-80年の10年間という後年になってさえ，イギリスの年平均死亡率は
人口 1,000人当り20.3人（標準化されている）であった61)。これに続く各10年ごとに着実
な改善がみられ， 1921-30年の10年間の終りには平均死亡率はイングランドおよびウェー
ルズで47%以上低下して人口 1,000人当り 10.6人へ，スコットランドでは約40形低下して
12.2人になっていた62)0 
〔114〕 この国のすべての地域が大なり小なり等しくその改善に関係してきた63)。そし
て多数の社会的経済的な要因がそれに貢献している。医学や科学全般における進歩；より
良い栄養摂取や衣料等々の面でこれが意味する全てのものを伴ったより高い生活水準；衛
生の改善や水の供給およぴ住宅建設；病院，母子福祉制度， 健康保険および失業保険制
度，寡婦・孤児・老齢年金制度のような公共医療および社会事業の発展ー一これら全て
が，多くの他の発展や要因と同様に，標準死亡率の低下によって暗示される公衆衛生の進
歩を達成するのに役立ってきた。公衆衛生を改善しあるいは保護するのに作用した要因
は，必然的に，それがもっとも不満足であるかあるいは最大の危険にさらされていた大都
市および工業地区といった地域に極めて大きな影響を与えた。こうして，ランカシャーやラ
ナークの工業州64)における標準死亡率は， 1921-30年においては1871-80年におけると同
様に諸州中最高であったが，それら両期間のあいだに他のいかなる州の死亡率よりもより
大幅に改善された。すなわち， 1921-30年におけるランカシャーの年平均死亡率は， 1871
-80年の死亡率よりも50彩ほど低かったのである65)0 
60)スコットランド保健局 p.1003, par. 4. 
61)標準死亡率Standardizeddeath rateは， もし当該人口の性別年齢別構成が1901年
のイングランドおよびウェールズのセンサス人口（これはイギリスの全国統計で利用
される標準人口である）のそれと同じであったならば，人口 1,000人のうち一年間に
死亡するであろう人々の数を示したものである。
62)戸籍本署長官 p.941, Table A, and p. 997, Table A. 
63)戸籍本署長官 p.941, Table A, and 997, Table A. 
64)都市にとっての統計は1911年以前は利用できない。
65)戸籍本署長官 pp.941 and 997. 
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(115〕・ 1911-14年と1931-34年の間のイングランドとウェールズにおける都市および農
村地区を調べると，標準死亡率は特別市 countyboroughsとその他の都市地区 urban
districtsにおいてそれぞれ31彩と28彩ほど低下したのに対して，農村地区ruraldistricts 
においては22彩の減少であった。スコットランドにおいてもまた，その改善は農村地域よ
りも都市地域における方が比較的大きく， 1911-14年と1931-34年との間における死亡率
の低下百分比は大規模な自治都市largeburghsで27彩，小規模な自治都市で25彩，内陸
奥地 landwardareasで22彩であった66)。
〔116〕 こうして，都市死亡率と農村死亡率のギャップは狭まりつつあった。しかし1931
-34年においては，そのギャップは依然として，次表67)でみられるように，一方の特別市
第4表
全100て人の当年り齢標の準居死住亡者率 生幼存出児産1死,000人亡当率り
地 城 平均率 平均率
1911-14年11931-34年1911-14年1931-34年
イングランドおよびウェールズの全地城 13.5 9.7 110 64 
ロンドン行政県 14.5 10.1 108 65 
特別市(a) 15.9 10.9 125 73 
その他の都市地区(a) 13.0 9.7 107 61 
農村地区(a) 10.9 8.7 90 56 
農過イ村差ン地グ区ラをン上ド回とるウ特ェ別ール市ズの百に分お比け超る +46 +25 +39・ +so 
ス・コットランド全地域 14.9 1. 2 110 82 
大規模な自治都市 16.8 12.2 123 90 
小規模な自治都市 14.2 10.6 102 70 
内陸奥地 12.8 10.0 91 71 
スコッ大ト規ラ模ンドに治お都け市る内百陸奥分地比超を
上過差回る な自 の +31 +22 +35 +27 
a) 1931年以降はロンドン・アウター・リングの諸地域を除く。（この除外は特別市あ
るいは農村地区の比率に何ら重大な影響をもたらさないが，他の都市地区にとって
は，約5彩ほど比率を高めている）
66)戸籍本署長官 p.943, Table B, and p. 998, Table B. 
67)同上書 p.918, par. 9 ; p.984, par. 10 and p. 998, Table B. 
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ないし大規模な自治都市と他方の農村地域との間では相当大きかった。もっともその表は
また，これら二つの階層の地域における死亡率の格差が19il-14年とi931-34年の間に，
大幅に縮小したことを示している。
同表から明らかなように， 1911-14年におけるイングランドとウェールズの特別市およ
びスコットランドの大規模な自治都市の一般死亡率は，農村地域および内陸奥地の死亡率
をそれぞれ46彩および31劣上回っていたが，その超過差は1931-34年に25彩と22%に低下
した。特別市と大規模な自治都市における幼児死亡率の超過差もまた，一般死亡率の場合
と同じ程度ではないけれども，その20年間に相当大幅に低下した。
〔117〕 大都市と農村地区における死亡率の接近が，かって大都市の公衆衛生に影響を与
えた不利益な要素を克服し除去することにおいて成し遂げた著しい進歩の兆侯を示してい
ることは，疑いないであろう。
現在の状態
〔118〕 後者の数字はなお一層改善される展望を有している。 1935年と1936年の両年にお・
ける都市の標準死亡率と幼児死亡率は， 1931-34年の期間における都市の平均死亡率を下
回った。しかしながら，一般死亡率と幼児死亡率は，依然として農村地区よりも都市の方
が高いままである68)。都市の生活が今日農村における生活と同様に健康的であるかどうか・
という疑問は，あれやこれやの面で結論的な証明が得られないような非常に多くの複雑な
問題と曖昧模糊とした要因をもっているけれども，都市死亡率と農村死亡率のあいだで依
然としてみられるその格差の事実は，必然的に一つの仮説，すなわち都市と農村とのあいだ
の格差は一世紀前よりも遥かに小さいけれども，一般的にみて農村が都市よりも依然とし
て健康的であるという仮説を提起している。その仮説は，過去半世紀ないし4分の3世紀
にわたって大工業都市の健康状態に大幅な改善がみられたにもかかわらず，農村地区の健
康が今日依然として都市地区のそれより良好であるという結論を導き出した合同医療委員
会の証拠によって裏付けられている。
〔119〕 にもかかわらず，そうした大きな進歩は，いくつかの都市地域なかんずく市でさ
えもが農村との均衡を達成した，と若干の当局が言明するようにさえなった諸都市におい
68)戸籍本署長官（イングランドおよびウェールズ） p. 918, par. 9. 
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て，なされたのである。こうした見方を示す事例として，王立エディンバラ内科カレッジ
が委員会に提出した証拠に言及することができる。そこでは次のように述べられている。
「ある市や大抵の市のある地区においては，そこで達成された水準は農村で達成された水
準に劣るものではない，とすでにみられている」と。同様の成果に対して他にも権威ある
見解が委員会に提示されている69)。
〔120〕都市における現在の健康水準の問題から離れる前に，公衆衛生の観点から都市に
は最適規模が存在すると時折提言される提案について言及すべきである。この提案に関し
ては，イングランドおよびウェールズの都市について示された死亡率の数値を， 1931年セ
ンサスで人口規模に応じてグループ分けした次の表70)に注目してみよう。
第5表
全ての年齢の標準 幼児死亡率
死亡率指数 (71) 
生り(存のE死出&産亡W率10=指0l0O人数O) 当 生当，存り出産の1割000人合地域および人口規模区分 (E&W=lOO) 
I 1935 / 1936 I 1935 I 1936 I 1935 / 1936 
イングランドおよびウェールズ 100 100 100 100 57 59 
グレー ター ・ロンド特ン別以外市の一
50,000人以下 109 103 112 92 64 54 
50,000人一100,000人 110 110 109 107 62 63 
100,000人ー250,000人 114 113 114 108 65 64 
250,000人以上 116 112 121 117 69 69 
グレー ター ・ロンのド諸ン都以外市一の
50,000人以下他 100 100 96 95 55 56 
50,000人ー100,000人 108 99 93 80 53 47 
ロンドン・アウターの,0諸0・0都人リ市ン一グ
50,000人一100 81 84 81 83 46 49 
100,000人以上 90 92 84 88 48 52 
ロンドン行政県 99 104 102 112 58 66 
・69)例えば，シェフィールド，ウィーガン，ケントの保健医務官は合同医療委員会の報告
書への付録の中で引用している。
'70)戸籍本署長官（イングランドおよびウェールズ） p. 921, par. 25. 
71) 「全ての年齢の標準死亡率指数」とは，同じ年の全国標準死亡率の百分比として表わ
された地方的な標準死亡率のことである。
117 . 
118 闊西大學『経清論集』第33巻第1号
これらの数値は，最大規模の人口を有する都市が最高の標準死亡率をもち，より小さい
都市は最低の標準死亡率をもつ傾向のあることを示し，またグレーター・ロンドン以外の
他の諸都市を除くと幼児死亡率もまた人口とのこの関係を示す反面72), その数値はまた，
同じ規模の範囲内の都市においては死亡率の統一的な水準が何もないことを示している。
こうして， 50,000から 100,000の人口を有するロンドン・アウター・リングの都市は，同
じ規模の範囲内の他の諸都市が示した死亡率指数を遥かに下回る死亡率指数を示してい
る。戸籍本署長官の言葉を引用してひとことでいえば，その数値は「結果として健康をも
たらすという観点からすると，都市にとっては最小と最大とのあいだに中間規模の最適人
口が存在する，という仮説に何ら支持をあたえるものではない」 73)ということである。こ
の結論は保健省の証拠によって支持されている74)。
次の表はスコットランドに対しても同様の数値を示している。この表は，人口規模のよ
り大きいグループの諸都市が最小人口規模グループの諸都市よりも高い死亡率を有してい
るけれども，死亡者数は規模に応じて逓増していないことを示している。その数値は，健
康の側面からみて都市には最適規模が存在するのだという理論に対して，イングランドお
よびウェールズの数値が支持していないのと同様に支持を与えていない。
第6表
全準て死の亡年率齢指の標数
幼児死亡率
生敷当ン存りi全出のス産死体コ亡10~ッ率010ト人指0ラ) 生当存り出産の10割00人合地域および人口規模区分 （スドコ全ッ体ト=ラ1ン00) 
1935 1 1936 1935 1 1936 1935 1 1936 
スコットランド 100 100 100 100 77 82 
自治都市一
20,000人以下 95 93 85 81 65 66 
20,000人一 ・50,000人 103 103 99 101 76 83 
50,000人一 100,000人 109 108 109 119 84 98 
100,000人ー 250,000人 . 102 100 103 92 79 76 
250,000人ー1,000,000人 100 99 91 83 70 68 
1,000,000 以上 118 123 128 132 98 109 
72)戸籍本署長官（イングランドおよびウェールズ） p. 922, par. 26. 
73)同上書 par.27. • ・ 
74)保健省 p.949, pari, 1 and 2; and p. 957, par. 38. 
118 
、BarlowReport" にみるイギリスの産業および産業人口の大都市• 特定地
域集中がもたらす社会的，経済的および戦略的不利益について(1)(小杉） 119 
〔121〕 前表の数値が示しているように，ロンドン・アウター・リングの諸都市と並んで
ロンドンの好ましい情況はとくに注目に価する。グレーター・ロンドンの年平均死亡率
は， 1901年から1910年までと1921年から1930年までの両10年間においては全国平均を下回
っており， 1911年から 1920年までにおいて全国平均を僅かに上回っているにすぎない。
しかし1881-90年と1921-30年の各10年間の終りのほんの40年間に，グレーター・ロンド
ンの平均死亡率は，人口1,000人当り20人から10.5人へ約47.5彩ほど低下している75)。
〔122〕 小都市においては，行政機構が必然的に複雑化している大規模単位（大都市）に
おいてみられるよりも，任意的にも公式的にも，公衆衛生事業により大きな個人的関心が
一般的にみられる。他方，大規模単位は通例より多くの経験を積んだ職員を有するという
利点をもっている76)。そのうえ，大都市においては一般的な医療・病院サービスの卓越性
について何の疑問もない。「若し必要な種類と量の教材を提供し， そして医療の専門職に
対して専門化と研究のためにより広い経験と機会を与えている都市に人口の集積がなかっ
たならば，医学が今日の水準に達しえなかったことはかなり確かである」 77)ということが
よく言われてきた。この医学の進歩は都市と農村の両方に利益をもたらした。都市および
人口集積地域はまた，農村よりも，公共の水供給，下水道および下水処理場，並びに廃物
回収・処理制度のような，より完全な環境衛生サービスを有している78)。もっとも，農村
地区におけるこれらのサービスの提供では特に過去10年間に（すなわち州議会に経費支出
の権限を与えた1929年の地方自治体法の議会通過以来）著しい進歩がみられてはいるが。
この問題においてもまた，都市のもつ利益は農村のためになるかも知れない。 というの
は，効率的な下水道や下水処理制度によって直接もたらされる健康の保護は，その制度が
実際に及んでいる都市あるいは地域に限定されるのではなく，例えばその制度が水の地方
的供給に対して与えることのできる汚染からの保護を通じて，隣接の農村地城へ及ぶこと
がありうるからである。
〔123〕 農村と比較して，一般になおまだイギリスの諸都市に広くみられる高い死亡率の
原因は何か。イングランド・ウェールズ戸籍本署長官は，死亡統計を検討したのち，都市
75)戸籍本署長官（イングランドおよびウェールズ） p. 930, Q. 7944 and Table A, 
p. 941. 
76)保健省 p.950, par. 10. 
77)スコットランド保健局 p.35, par. 46. 
78)同上書 p.3, par. 37. 
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住民の死亡率を高めている最も重要な要因は次のようになると結論づけている。
1)住宅が密集していること
2)彼等にとって余りにも小さい住宅に人間が密集していること
3)生活・環境水準にあたえた経済的圧力の他の逆効果が，都市の諸条件のために，明
らかに激しくなったこと
4)有効な日照を弱める煙を工場や家庭から発生させたこと79)。
この結論は，保健医務官が合同医療委員会に提出した情報によって支持されている。住宅
事情，計画の欠如，煙と騒音，および家族の経済状態の全てが，都市の健康状態の重要な
要因としてあげられている。
将来
(124〕 大都市が農村よりも死亡率の高いことは避けられないのか。委員会に提出された
証拠はその回答が否定的であることを示しており，そしてそのことは1935年と1936年に関
するオランダおよびイギリスの死亡率の次の比較によって確認されるように思われる一。
幼児死亡率も粗死亡率 crudedeath rate もアムズテルダムとロッテルダム (1936年
にそれぞれ782,000人と595,000人の人口を有する市）では，オランダ全体におけるよりも
低いし，また同じ年のイングランドとウェールズの農村地区の死亡率よりも遥かに低いこ
第1表
・生当存り出の産幼児1,死00亡0人率 居り住の者粗1,0死00亡人率当
1935年 1 1936年 1935年 1 1936年
オランダ 40 39 8.7 8.7 
アムステルダム 28 29 8.3 8.6 
ロッテルダム 36 31 7.7 7.6 
イングランドおよびウェールズ 57 59 11. 7 12.1 
ロンドン 58 66 1. 4 12.3 
バーミンガム 65 63 11.1 11. 5 
リバプール 84 76 13.4 13.2 
プリマス 60 57 12.5 12.7 
サザンプトン 46 53 11. 5 12.1 
全農村地区 49 53 11.8 12.2 
79)戸籍本署長官（イングランドおよびウェールズ） p. 928, par. 55. 
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とが看取されよう。オランダとイギリスの総人口のあいだにおける年齢構成の現在の違
いを据酌してさえも， オランダの全国死亡率は依然としてイギリスを遥かに下回ってい
るBO)。幼児死亡率に関していえば，都市と農村間の場合と同様の状況がスウェーデンに
おいてもみられ，この国では，王立エディンバラ内科カレッジの証拠によると，都市の平
均死亡率は，それ自体すでに非常に低くなっている農村地区の死亡率よりも低いのであ
る。
〔125〕 オランダの数値については，保健省に代って委員会に出席した医療証言者によっ
て重要なコメントが行われた。「吾人は次のこと思い起さねばならない」と彼は言った。
すなわち「約12年ほど前，オランダは今日のわれわれと全く同じ状態にあった。したがっ
て，われわれの死亡率の数値は早晩オランダが達した水準に到達することが予想されよ
う」81)。前表で示したイギリスの大都市の少くとも一つが， 1935年と 1936年において，農
村地区より好ましい死亡率をもったという事実は，その予想が実現される可能性を確認し
ているように思われる。そのうえ，王立エディンバラ内科力Yッジは， 1936年におけるグ
レーター・ロンドンの;_般死亡率と幼児死亡率の両者がスコットランドの農村地区の死亡
率よりも低かった，と指摘している。 1936年におけるウェールズの一般死亡率は都市地域
におけるよりも農村地域の方が高かったのである82)。
〔126〕 すでに指摘したように，戸籍本署長官はその統計的検討から，都市居住者の死亡
率を高めている重要な要因は，住宅の密集，人間が住宅内に密集していること，および煙
による大気汚染であると結論づけている。住宅の密集と煙による大気汚染の要因に関し
て，戸籍本署長官は， それらは主として， ある地域に煙を発生する重工業が集積したこ
と，およびそれらの周辺の諸都市が無計画に発展した結果であると指摘している。戸籍本
署長官の見解によれば，これら二つの要因は，「若し新規工場の立地や都市計画において，
人々の将来の健康に最大の配慮が払われるならば，必ずしも都市生活の付随物とはならな
いのである」。同様に彼は次のように考えている。すなわち住宅内での混雑の要因は，「決
して都市化にとって避け得ない特徴ではないし，そして若し住宅施設の改善が経済的圧力
80)戸籍本署長官（イングランドおよびウェールズ） p. 922, pars. 28-32. 
81)保健省 p.958, Q. 8055. 
82)合同医療委員会付録 I.* . 
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による栄養摂取水準の引き下げによって相殺されないならば，適当な交通機関をもつ近代
的な路線に沿って都市の計画を行うことはこの要因を最小にするであろう。そうした栄養
摂取水準の引き下げは，既婚婦人と児童の健康にとって特に好ましくないであろう」83)0実
際，彼は自分が，都市居住者の死亡率を高めるのに極めて重要であると認めた四つの要因
すべてを取り上げ，そのいずれもが都市コミュニティーの存在に固有のものではないとみ
なした叫
〔127〕 その見解の正当性は，住宅の密集と住宅内での人間の混雑に関していえば， 1エ
ーカー当りの人数と一部屋当りの人数について，大都市のあいだですでに存在している相
当大規模な格差によって確認されるように思われる。人口に応じてロンドン，特別市およ
び大規模な自治都市をグルーヒ°ングすると， 1931年における 1エーカー当りの人数つまり
1都市における住宅の調密度を大雑把に測定することによって得られる数値は，500,000を
越す人口を有する都市のあいだで15人から58.7人まで， 200,000から500,000までの人口を
有する都市のあいだでは12.2人から62.8人まで， 100,000から200,000までの人口を有する
都市のあいだでは7.6人から 39.1人までそれぞれ格差のあったことがわかっている印。一
部屋当りの人数については，その数値はそれぞれ第ーグループで0.83人から1.56人，中間
グループで0.69人から1.14人，第3グループで0.64人から1.58人にわたっている86)。同じ
人口規模グループにおいて都市間にそうした広汎な格差が存在することは， 1エーカー当
りあるいは一部屋当りの過度に高い人口密度が大都市にとって不可避の属性でないことを
はっきりと示している。実際， 1エーカー当りの家屋の密度と一家屋当りの人数の両者は，
その性質上公的規制を受け易い都市の性格と成長を規定する要因となっている。そしてイ
ギリスにおいてそれらは現在そうした規制を受けている。 1932年の都市農村計画法Town
and Country planning Act, 1932. は，地方当局が特定場所に建設する新規住宅の数
を規制できる規則を含んでおり町），そして長年にわたって1エーカー当り121(ifというのが
83)戸籍本署長官（イングランドおよびウェールズ） p. 928, par. 56. 
84)同上書 p.929, Q. 7931. 
85) 1エーカー当り人口密度に関する数値は，問題の地域における完全な密度を意味し，
住宅はもとより道路，鉄道，工場等をも含んでいる。
86)戸籍本署長官 p.945, Table C, and p. 999, Table C. 
87)都市農村計画法 (1932年） Town and Country planning Act, Section 12. 
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助成住宅の密度に適用される一般的な上限になってきた88'01936年の住宅法HousingAct 
のもとでは， 1家屋にはその規模に関して法律が許可しているよりも多くの人を居住させ
ることができない89)。同様に煤煙に関しては，煙を大量に含んだ大気が工業の集積と切り
離せないと主張する人は今日ではほとんどいないであろう。
〔128〕 現在の都市生活のこれらの欠点が健康に与えるマイナスの影響は，計画によって
最小にすることができるという，戸籍本署長官によって表明された見解は，医療証拠によ
って支持されている。
合同医療委員会は，その報告書の中で，工業都市の健康は農村の基本的特徴をできるだ
け多く都市に導入するという計画政策によって改善できると結論を述べている。その委員
会によって次の政策が示されている。
a)都市はその各部分が工業，商業，住宅，オープン・スペース等に割当てられるよう
計画すべきである。
b)煙による大気汚染は最小限に減少されるべきである。
c)敷地sitesにおける住宅の密集は避けるべきである。すなわち住宅用地1エーカー
当り多くて12軒の家屋が建築されるべきである。つまり各家族は庭つきの住宅を持つべき
である。
d)一部屋当りの過密は可能なかぎり避けるべきである。
e)労働者住宅は彼等の職場の近くにあるべきである。したがって，労働者には如何な
る工場がどこに建設されようと，最初から十分な住宅が供給されるべきである。
. f)住宅地域は広々とした田園へ容易に到達できる範囲内にあるべきである。
これらの諸目的を達成するために，工業都市の開発規模に規制を加えることが必要であろ
ぅ，と委員会はほのめかしている。さらに委員会は，将来都市と農村のあいだで相互にア
メニティーを交換することが望ましく，かつ両者にとって有益であろうとみている。つま
り田園都市の計画は工業立地が生かされる一つのモデルである90)。
88)田園都市協会 GardenCities Association, p. 739, par. 29 ; および合同医療委員
会，付録 A.*
89)住宅法 (1936年） Housing Act, 1936, Sections 58 and 59. 
90)合同医療委員会＊
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〔129〕 王立エディンバラ内科カレッジの提供した報告書は， 「現在の状況下では健康が
維持されているかぎり，十分計画された都市地域の発展を非難する必要は何もない」とい
う結論を与えている。「より一層重要なことは，これらの都市地域内部での必要諸条件が，
すでに吾々が自由にできる知識と原料資源を適正に利用することにより，何とかしてほぼ
満たされるように，保証することである」。
〔130〕 その情況は，保健省の証拠から得られる次の抜粋のなかでうまく要約されてい
る一一。
「これまで保健事業は，無統制な都市開発の大きな害悪を緩和することや，病気の予防
よりは病気を治療することに関心を奪われてきた。そして積極的な健康の促進や理想的な
都市環境を構成するものの考察には，時間も思考も資金もほとんど費やさなかった。都市
の人たちの大きな要求は，農村あるいは農村が意味するものと同等のもの一一新鮮な空
気，日照，運動および娯楽施設，並びに無害かつ有益な余暇利用施設への近接であった。
これらの事柄は老人と若者，とくに若者にとって必要不可欠であった」91)。
〔131〕 進歩はより優れた都市状態に向ってなされているのであるから，農村地域の状態
が改善されないであろうと取り越し苦労をする必要は何もない。合同医療委員会の調査に
協力した州の保健医療事務官のあいだでは，若し都市生活のアメニティーのいくつかが農
村に導入されるならば，農村生活は今日よりもより健康的になりうる，という点で意見の
一致がみられている。公共的な水供給と下水道の整備によって，また住宅建築の近代化に
よって，農村地域に都市の衛生上の利点を導入するために既に多くのことがなされてき
た。農村生活の環境条件を改善するこの過程は継続することが予想される。こうして，農
村との関係で都市の将来を展望するとき，農村の状態が依然として静態的であると考えて
はならない。同時に，州および都市の保健医務官MedicalOfficers of Healthのそれを
含む医療証拠が，都市生活になお存在しているような健康上の不利益は，たとえ十分に計
画された都市において取り除かれないとしても最小にすることができるという見解を支持
している，という事実が依然として残る92)。実際に幾つかの医療当局はなお一層前進し，
そして若し十分計画された都市かあるいは再計画された都市が与えられるとすれば，健康
91)保健省 p.957, par. 40. 
92)戸籍本署長官（イングランドおよびウェールズ） p. 928, par. 56; 保健省 p;957, 
par. 38; 合同医療委員会，付録AおよびB;王立エディンバラ内科カレッジ＊。
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状態は農村よりも都市における方がより好ましくなるであろうと指摘している93)。したが
って，何が十分計画された都市の構成要素であるかという問題が一番重要である。医療証
拠の示すところによれば， i)スラム撤去や過密の廃止， i)農村地域に比べてより良い住
宅建築，水の供給，排水，病院その他の諸施設から得られるあらゆる可能な利益を確保す
るいっぼう，同時に日照，オープン・スペース，娯楽施設およびその他のアメニティーに
ついては極力農村に近似するような種類の都市が，健康の観点から十分計画されていると
いうことである。 （以下次号）
93)合同医療委員会，付録A*。
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